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1.2024 年度日本語教育機関調査結果 

 

（注）2024 年度日本語教育機関調査は、2024 年 9 月～12 月に国際交流基金（JF）が実施した調査です。また、

調査対象となった機関の中から、回答のあった機関の結果を取りまとめたものです。そのため、当ページの文中

の数値とは異なる場合があります。 

「海外日本語教育機関調査」のページへ 

 

2.日本語教育の実施状況  

全体的状況  

沿革 

 香港の日本語教育は、1930 年代、東京北タクシー株式会社（記憶している人も現在では少なく、正確な名称

であるかどうかは不明）によって始められて、日中戦争の勃発により中止されたと言われている。第二次世界

大戦中、日本軍占領時代の軍政下で、学校、ラジオ、新聞などを使って日本語教育が行われたが、戦争終結と

ともに、これらの日本語教育は姿を消した。 

 戦後 1950 年以降、日本、香港両地の経済回復につれて往来が活発化する中で、1950 年代末から民間の日本

語教育が本格化し、導正日本語学校が 1959 年に設立されたのを機に、1961 年には遠東書院日本語コース、

1962 年には香港第一日文専科学校が相次いで開校し、1965 年には香港大学校外進修学院にて社会人を対象と

した日本語コースが開設された。その後 1968 年には在香港日本国総領事館に日本語講座が創設され、1973 年

には香港中文大学進修学院に日本語コースが設置された。その他にも、民間団体、宗教関係の学校、成人教育

機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数 機関数 教師数 学習者数

6 18 1,008 13 34 2,146 14 101 6,515 33 381 11,199 62 534 20,868

初等教育 中等教育 高等教育 学校教育以外 全体の合計

https://www.jpf.go.jp/j/project/japanese/survey/area/country/index.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/hongkong/index.html
http://www.hk.emb-japan.go.jp/jp/index02.html
https://www.jpf.go.jp/j/project/japanese/survey/result/index.html


  国際交流基金 日本語教育 国・地域別情報 

 

2 

 

機関などにも日本語のコース開設、増設が見られるようになった。このようにして、香港で民間における社会

人対象の日本語教育の発展の基礎ができあがった。この間、ラジオやテレビによる日本語教育も再開された。 

 

《高等教育機関》 

 1967 年に香港中文大学に副専攻と選択科目を開講する「日文組」が創設され、大学における日本語教育の先

駆となり、1991 年には「日本語研究学科」が設立され主専攻課程が開設された。 

 香港中文大学に次いで 1976 年、香港理工大学の前身である香港理工学院「三種言語秘書コース」で日本語の

授業が始まり、現在は「中文雙語系」にて選択科目コース及び副専攻課程、修士課程が提供されている。ま

た、「理大香港専上學院傳意及社會科学學部）」で非専攻の学生に対する日本語の授業が行われている。 

 1978 年に香港大学ランゲージセンターに日本語講座がボランタリーコース（単位外）として開講、1980 年

には 2 単位が取得可能なコースとなり、1985 年、「文學院」に日本学科が設立された。1990 年、文献講読や日

中関係論のコースが始まって日本研究専攻学生のための中心学科となり、1993 年、日本研究学科となった。 

 香港城市理工学院では、1988 年に「国際商業」を専攻する学生を対象に必修の日本語コースが設けられ、現

在、香港城市大学「中文・翻訳及語言系」に引き継がれている。また、1998 年に香港城市大学専上学院「語文

學部（現：語文及傳意學部）」に、応用日本研究学科が設置された。 

2000－2010 年代に他の大学でも日本語科目開講が相次ぎ、2026 年 1 月現在、日本語関係の学士号が取得でき

る 4 年制学部・学科のある高等教育機関は香港中文大学、香港大学、UOW 香港カレッジ（2019 年に香港城市大

学専上学院より改称）の 3 機関で、香港中文大学と香港大学には日本研究領域が博士課程まで開設されている。

上記 3 機関の他、香港理工大学、香港科技大学、香港浸會大学、香港教育大学、香港公開大学、嶺南大学で学部

学生を対象とした日本語教育が行われており、任意または必修選択外国語科目、副専攻、あるいは AD/HD（副

学士号）を授与する専攻学科を開講している。 

 また、各大学付属の専業進修学院・専上学院（生涯教育機関）の中にも、AD/HD を取得できるコース・学科

を開講している機関がある。専門学校の中にも、ビジネス関係などの学科に日本語科目を開講している機関があ

る。 

 

《初等・中等教育機関》 

 課外授業の形では古くから行われており、2002 年に初めて正規科目として取り入れる中学校が登場した。2013

年 5 月の時点では 24 の中等教育機関で日本語教育を実施していることが確認されている。また、2009 年 9 月か

らは、新後期中等教育カリキュラム「新高中課程」の導入が始まった。初等教育機関では、国際交流基金（JF）

が 2024 年に行った「海外日本語教育機関調査」によると、小学校 6 校で日本語教育が実施されている（正規科

目、課外科目いずれも含む）。 

 

 香港は社会の環境変化による人口流入・流出がたびたび起こっており、日本語の学習者数にもその影響は表れ

ていたが、近年は訪日旅行が手近なものになったこともあり増加の兆しがみられてきた。しかし、直近の「海外

日本語教育機関調査」では、学習者数を大きく減少させている。 

 

 教育機関の枠を超えた行事としては毎年、香港小中高生日本語スピーチコンテスト「香港中小學生日語演講比

賽」、大学生と社会人が参加できるスピーチコンテスト「香港日本語弁論大會」と日本事情クイズ大会「全港日本

文化常識問答大賽」が開催されている。日本語アフレココンテストや詩の朗読コンテストなどを開催する大学も

あり、若者を対象とした日本語及び日本文化普及の活動が活発である。  
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背景 

 国際都市である香港は多言語都市であるが、中でも、日本語は独特な位置を占めている。陳荊和氏（元香港中

文大学東アジア研究センター教授）は「香港の日本語教育とその周辺」（『香港日本文化協会 20 周年特刊』1988

年）の中でその理由を次の 4 点にまとめており、この特徴は 2026 年現在でもあまり変わらない。 

（1）日港間の経済取引関係 

（2）香港における観光事業と日本人観光客 

（3）日本文化の香港への浸透 

（4）日本商品の氾濫 

 この 4 項目は香港における日本語教育推進の上で重要な役割を果たしてきたが、特に日本のポップカルチャー

（映画、テレビ、アニメ、ファッション、ゲーム）、食文化の浸透、香港人の日本への旅行などの影響が大きくな

っている。また、年少（小学校から高校まで）の学習者は、両親の世代が日本の大衆文化を積極的に受容した世

代と重なっており、両親の影響も相まってアニメやゲームに強い関心を寄せている。さらに、2004 年 4 月から

の香港人の日本短期滞在査証の免除、2009 年の日港間のワーキングホリデー協定の締結、2010 年 1 月からの協

定実施も日本語学習の動機に大きな影響を与えた。 

 この他にも、2009 年 9 月実施の新しい後期中等教育カリキュラムで、日本語が正式選択科目として認められ

たことも香港の日本語学習の背景を考える上で重要な出来事である。  

 

特徴 

 香港における日本語教育の大きな特徴は、民間の教育機関による日本語教育が盛んな点にある。日本語学習者

の裾野の広さもここに起因していると言えよう。 

 知識基盤経済を目指す香港政府は持続進修基金制度（CEF: Continuing Education Fund）というリカレント学

習補助金を設けている。これは、社会人の生涯学習を推進する目的で設立されたもので、政府から認定を受けた

コースを受講して、71 歳までに政府の認定した試験に合格するとその受講料の 8 割（上限 10,000HKD、2026 年

1 月現在 1HKD＝約 20 円）の支給を受けることができるというもので、日本語もその対象となっている。政府

が認定している日本語試験は、日本語能力試験と BJT ビジネス日本語能力テスト（日本漢字能力検定協会）、GCE

（London Examinations General Certificate of Education）がリストに掲載されている模様である。政府のこの

ような支援策もあり、香港では生涯学習が盛んであるため、「専業進修學院」（大学の校外課程）と民間語学学校

の学習者が多い。 

 香港日本語教育研究会が行った「2010 年香港日本語学習者背景調査」の結果によると、香港の日本語学習者

の生活に日本の製品や食文化が溶け込み、日本への観光などの体験が身近なものになっており、日本に対して好

感を抱いていること、さらに 2004 年 4 月より日本への短期滞在の査証が免除となったこともあり、日本旅行の

リピーターも多く、片言でも日本語を話したいという意欲が高い。日本政府観光局（JNTO）の統計によると、香

港からの訪日客数は 2017 年から年間延べ 220 万人を超え、香港人が気軽に訪れる旅行先として日本人気が定着

している。COVID-19 禍で往来は激減するものの、2023 年には 211 万人、2024 年には 268 万人が日本を訪問し

た（2024 年のデータでは訪日する香港人の 3 割以上が過去に 10 回以上日本を訪問しているという）。 

 

最新動向  

 日本語学習者数については、2021 年の海外日本語教育機関調査の 27,665 人から直近 2024 年調査の 20,868 人

と 25％減という大幅な減少がみられる。しかしながら日本語能力試験（JLPT）の応募者の動向をみると、2021
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年は前年の COVID-19 禍の反動もあり 19,745 人という空前の数字を見せたが、翌 2022 年が 14,382 人、2023 年

16,214 人、2024 年 15,005 人と、学習者数が四分の一減ってしまったという感覚は持てない。2025 年は 2024 年

よりも応募者数は増えているというデータもある。しかも、この間さらに円安が進み、香港人にとって日本は手

ごろな旅行先として非常に訪問しやすい地域となっている。初級レベルで日本語を始めてみようという学習者は

むしろ増えていてもおかしくない。この学習者減少から推察されることは、「学校」という形態での対面教育機関

に在籍する学習者が非常に減っていることを示している。YouTube などのコンテンツの普及や生成 AI の発達に

よって外国語の自律学習が容易になってきたこと、円安によって日本国内のネイティブ教師によるオンライン日

本語教育サービスが安価に受けられるようになったことなどが大きい。また、大規模言語モデル（LLM）の登場

により、高等教育では外国語主専攻の専門性そのものが問われるようになってきている兆候もある。 

 一方で JLPT の応募者数でみると、かつては 20 歳代の応募者が最も多かったが、現在は 16 歳、17 歳の応募

者が突出している。これは後述する香港の大学受験システムと密接に絡んだ現象で、JLPT が香港の受験システ

ムに組み込まれた影響によるもので、今後もこの層の学習者及び受験応募者は増えるのではないかと予想される。 

 

教育段階別の状況  

初等教育 

 初等教育では総数はまだ少ないものの、増加傾向が見られる。ただ、受験競争の激化に伴って学習ポートフォ

リオをよりよくしようと日本語を勉強する小学生も増えていると言われている。現代では就学児童の親の世代も

日本のドラマやアニメから大きな影響を受けており、その影響で日本語のファンになった両親の勧めで子どもた

ちが日本語を学ぶというケースも少なくない。もちろん、現在の日本のアニメ・マンガや、キャラクター人気な

どの影響もあると思われる。この傾向を受けて、香港日本語教育研究会では 2005 年より開催している中高生日

本語スピーチコンテスト「香港中學生日語演講比賽」を、2013 年から「小中高生のためのスピーチコンテスト」

とし、小学生の詩の朗読部門を追加している。  

 

中等教育 

 2009 年の新学期（9 月）より教育制度が改革され、新後期中等教育カリキュラム「新高中課程」が施行され

ている。新カリキュラムにおいては、生徒中心、全人的教育、多様な進路、生涯教育（Student-Centered, 

Whole Person Development, Multiple Pathway, Life-Long Learning）の 4 つの側面が強調されている。 

 「新高中課程」では外国語、例えば日本語教育を導入した場合、多様なニーズに応える教育に対する政府の

支援制度「多元學習津貼」から、中学生一人あたり年間 4,300HKD の「諸外国語学習助成」が学校に支給され

る。また、「香港考試及評核局」により、中等教育卒業統一試験「香港中學文憑（HKDSE）」の任意選択外国語

科目に日本語を含む 6 か国語が含まれており、指定された公的機関の評価テストとして JLPT の N3 以上を受験

すれば、その試験結果が評価として加算されることになっている。そして、香港ではこの「香港中學文憑

（HKDSE）」の成績がそのまま大学進学試験を兼ねているため、日本語の成績は任意ではあるものの、選択科

目として大学受験の評価の中に入り込んでいることとなる。 

 香港中等教育での日本語科目採用段階は、正規科目と課外科目に大別されるが、2002 年 9 月、香港新界地区

の中学校で初めて正規科目として日本語が取り入れられた。2024 年時点で、日本語科目実施校が 14 校確認さ

れている。また、同改革により「通識教育科」（教養科目）が中学校の必修科目になったことを受けて、この範

囲内において 10 時間程度のユニットで日本語学習と日本文化紹介を行おうという学校が登場するなど、正規、

非正規（課外科目）を問わなければ、中等・初等教育において日本語を導入しようという学校は増加傾向にあ
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るとみられる。 

 

高等教育 

 2026 年 1 月現在、香港の高等教育機関（公立、私立）のうち、9 機関（香港大学、香港中文大学、香港理工大

学、香港都會大学、香港浸会大学、香港教育大学、香港科技大学、嶺南大学、UOW カレッジ香港）で日本語教

育が行われている。その内、日本研究の主専攻課程が開講されているのは香港大学と香港中文大学、UOW カレ

ッジ香港（2019 年に香港城市大学専上学院から改称）である。2020 年には香港教育大学に日本研究副専攻が開

講された。その他の大学でも、学部生向け任意または必修の選択科目などさまざまな形で日本語教育が行われて

いる。 

 香港では、日本の短大にあたる「副学士／準学士」課程があり、UOW カレッジ香港、香港大学専業進修学院

が副学士の日本研究コースを開講している。また、香港都會大学李嘉誠専業進修学院、香港中文大学専業進修学

院、香港城市大学専業進修学院には 2 年制の Higher Diploma（HD）コースがある。 

 職業訓練を目的とした専門学校の中にも日本語学科（2 年制）を開講している機関があり、選択科目として開

講している機関も多数ある。 

 大学院レベルでは香港中文大学、香港大学が博士課程まで日本研究専攻を開講している。香港理工大学にも修

士課程（メディアコミュニケーション専攻）があったが、2017 年に学生の募集を停止した。また、香港大学専業

進修学院は、修士相当の学位が取得できる日本語教育専攻コースを 2012 年から開講している。  

 

学校教育以外 

 学校教育以外の機関の学習者数は他のどの教育段階よりも多く、2024 年の日本語教育機関調査によると香港

の全機関所属学習者の 50%以上を占めている。機関としては、大学の校外課程（専業進修学院等、大学のリカレ

ント教育部門）と民間の日本語教育機関があり、校外課程を設けている大学は、香港大学、香港中文大学、香港

城市大学、香港浸會大学、香港理工大学、嶺南大学の 6 校が確認されている。民間の日本語教育機関は、20 校以

上あることが確認されているが、香港政府の認可を受けていない学校も相当数あると言われており、正確な数字

は把握できていない。  

 

3.教育制度と外国語教育  

教育制度  

教育制度 

 香港の教育制度は 2009 年に大きな教育改革が実施された。2008 年までは初等教育段階（義務教育）が 6 年、

中等教育段階が 7 年（義務教育期 3 年、中期 2 年、後期 2 年）、大学が 3 年だった。2009 年 9 月から中等教育を

前期 3 年、後期 3 年とし、2012 年入学生より大学を 4 年制に改編した。同時に、後期中等教育修了時に受験す

る中等教育修了資格試験「香港中學文憑（HKDSE）」が導入され、この試験が大学に進むための統一試験を兼ね

ることとなった。学校教育では、広東語、標準中国語（普通話）、英語の 3 言語のどれを教育言語にするかは各

学校が方針を決めている。主に使われている言語は広東語と英語であるが、普通話も、英語同様、小学校 1 年か

ら必修になっている。 

 

教育行政 
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 幼稚園から大学まで、香港特別行政区政府教育局の管轄下にある。  

 

言語事情  

 香港の公用語は中国語と英語である。日常生活では広東語が広く使用され、標準中国語（普通話）と英語を場

面に応じて使い分ける環境にある。香港政府は教育方針として、「両文三語」（英文・中文の読み書きができ、会

話では広東語・英語・普通話ができること）を推進している。 

 また、公的機関内や中国以外の国との商取引では依然として英語が使われているが、中国本土との一体化の

強まりとともに商業・サービス業の分野では普通話が通じるようになってきている。 

 香港政府統計調査部が 2021 年 9 月から 12 月の期間に調査した住民調査結果（主題性住戸統計調査第 76 号

報告書 https://www.censtatd.gov.hk/en/data/stat_report/product/C0000086/att/B11302762022XXXXB010

0.pdf ）によれば、6 歳から 65 歳までの 5,442,200 名のうち、母語が広東語である人が 92.3%、英語である人

が 2.1%、普通話である人が 2.1%、中国の他の方言 1.9％であり、残りの 1.5%がその他の外国語である。この

ように母語が広東語である人が圧倒的多数であるが、同統計によると英語、普通話のどちらかが平均以上でき

ると回答した人の割合は、英語が 43.6％で普通語が 41.4％となっている。 

 

外国語教育  

 ほとんどの教育機関で小学校から必修科目としての英語教育と標準中国語（普通話）教育が行われているが、

香港ではこれらは「外国語科目」のカテゴリーではない。従って、日本語などいわゆる外国語は、多くの香港の

学習者にとって「両文三語」の三語に次ぐ第 4、第 5 の言語である可能性が高い。しかし、香港が国際的な交流

の多い都市であり、激しい受験競争を抱える社会であることを考慮すれば、これらの「外国語」を小学校あるい

は幼稚園の時から学ぶ者も多くならざるを得ないとニュースなどで報道されている。 

  

外国語の中での日本語の人気  

 英語と標準中国語（普通話）以外のいわゆる外国語の中では、日本語は、最も人気のある言語と言われていた。

その理由には前述のような、観光やポップカルチャー、和食、日本製品などの影響がある。しかし、2009 年ごろ

から韓国のテレビドラマや K ポップなどがブームとなり、韓国語学習者も特に社会人教育部門で急増したと言わ

れていた。しかし 2026 年現在では、特段韓国語が圧倒しているというでもなく、日韓両方の文化を自然に楽し

む学習者が多い。 中等教育の項で挙げた HKDSE の選択外国語にはこれまで日本語、フランス語、ドイツ語、ス

ペイン語、韓国語、ウルドゥー語の 6 か国語が入っているが、2028 年度にはこれにヒンディー語が加わる予定

である。 

 

大学入試での日本語の扱い  

 2012 年入学予定者より採用された、中等教育修了段階の公開学力測定試験「香港中學文憑（HKDSE）」に日本

語を含む 6 か国語（フランス語、ドイツ語、ヒンディー語、スペイン語、ウルドゥー語）が任意選択科目（Category 

C）として導入された。このカテゴリーC の評価には、2024 年度まではイギリスの「Cambridge International 

Examinations（CIE）」AS レベルがその評価ツールとして採用されていたが、2024 年を最後に CIE が撤退し、

2025 年度からは各国の公的機関が実施する語学検定がその評価ツールとなった。その結果、日本語では JLPT が

採用されることになった。レベルは N3 以上の試験のスコアが有効となる。ケンブリッジ CIE と異なり、JLPT に

https://www.censtatd.gov.hk/en/data/stat_report/product/C0000086/att/B11302762022XXXXB0100.pdf
https://www.censtatd.gov.hk/en/data/stat_report/product/C0000086/att/B11302762022XXXXB0100.pdf
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はインタビュー試験による口頭能力評価が課されないので、特に漢字圏の高校生には受験準備がしやすく、有利

になると考えられ、任意選択科目とは言うものの、今後このカテゴリーC でスコアを狙う高校生が増えていく可

能性がある。 

 

4.学習環境  

教材  

初等教育 

 香港で出版されている子ども向け日本語教材としては、『いっしょにあそぼう 1 ひらがな』、『いっしょにあそ

ぼう 2 かたかな』、『いっしょにあそぼう 3 かいわ①』（いずれも 2013 年、向日葵出版）がある。週に 1 時間の体

験学習的コースでは、特定の教科書を決めず、活動中心に、授業ごとの教材を用意する場合もある。また、正規

科目を開講している機関の中には、主に海外（オーストラリア）の小学校で使用されている教科書を採用してい

るところもある。しかし、こうした教科書はオーストラリアの子ども向けに作られているため、日本との比較が

オーストラリアとの比較になっており、香港の小学生には適応しないという問題もあり、香港の小学生を対象と

した教科書の必要性が高まっている。授業では ICT を中心に据えている機関もある。 

 

中等教育 

 市販教材としては『大家的日本語』（スリーエーネットワーク『みんなの日本語』の台湾版、大新書局）が多く

使用されている。香港で出版されている年少者向け市販教材としては、『香港少青日語 1 入門』（2010 年、向日

葵出版）がある。現場では DVD などいろいろな素材の使用も奨励されている。香港の教育機関は、私立を筆頭

に ICT 化が進んでおり、オンライン教材・リソースの活用も一般的になりつつある。『まるごと 日本のことばと

文化』（三修社）を主教材として活用し、2 年目からは日本語のみで同教材を使った授業を行っている教育機関も

ある。 

 

高等教育 

 初級段階では『大家的日本語』（前出）、『みんなの日本語Ⅰ Ⅱ』スリーエーネットワーク（スリーエーネット

ワーク）、『みんなの日本語 1、2 香港版』（向日葵出版）、『J. Bridge』小山悟（凡人社）、『文化初級日本語』文

化外国語専門学校（文化外国語専門学校）などが用いられているほか、機関独自に開発した教材を使っていると

ころもある。中級以上はさまざまな教材が使われている。また、新聞や動画などさまざまなリソース、ICT など

を活用している機関が多い。 

 

学校教育以外 

 『大家的日本語』（前出）、『みんなの日本語Ⅰ Ⅱ』（前出）、『みんなの日本語 1、2』（前出）、『J. Bridge』（前

出）、『文化初級日本語』（前出）などが用いられているほか、機関独自に開発した教材を使っているところもあ

る。中級以上は、『テーマ別 中級から学ぶ日本語』松田浩志ほか（研究社）を含め、さまざまな教材が使われて

いる。また、高等教育同様、さまざまなリソースを活用している機関が多い。  

 

IT・視聴覚機材  



  国際交流基金 日本語教育 国・地域別情報 

 

8 

 

 コンピューターの普及率は高く、ほとんどの教育機関で、教室内にコンピューターとスクリーンあるいはモニ

ターが設置されており、ICT が積極的に活用されている。スマートフォンの普及率も高く、個人で日本のアニメ

やゲーム、ドラマなどを、インターネットを利用して鑑賞している学習者も多い。2026 年現在では生成 AI の利

用も爆発的に拡大しており、香港科技大学を筆頭に Chatbot など生成 AI を利用した教材開発も盛んである。生

成 AI の教育的利用に当初及び腰であったような大学でも徐々に利用のルールが固められつつあり、生成 AI との

共存もさらに図られていくものと思われる。  

 

5.教師  

資格要件  

初等教育 

 資格要件としては特に認められないが、香港以外の大学や大学院の出身者は関連単位を香港の大学の単位に換

算するような手続きが必要となる。その上で所定の要件を満たしていれば、大学卒業資格（もしくは大学院卒業

資格）が認定され、小学校の勤務が可能になる。英語またはその他の科目の教師が兼務したり、民間の日本語学

校の派遣講師が非常勤で教えていたりするケースもある。  

 

中等教育 

 中等学校（香港では中高一貫教育が行なわれており、共通して「中学」と呼ぶ）の正規の教師になるためには

「Certificate of Education, Diploma of Education」、「Postgraduate Diploma in Education」などを高等教育機

関で取得する必要がある。香港に日本語の教員資格はなく、他科目の教育課程の学位を取得することになる。香

港以外の大学や大学院を修了した場合は、初等教育と同様単位換算要件を求められる。日本語教育を導入してい

る学校の中には政府の支援制度「多元學習津貼」を利用して民間の日本語学校の派遣講師を採用しているケース

もある。 

  

高等教育 

 アシスタント・ランゲージ・インストラクター、並びにランゲージ・インストラクターは修士号以上が必要と

されることが多いが、それほど厳密なものではない。講師以上は、博士号を持っていることと学術論文の専門誌

での発表、並びに著作物等の研究業績が必要とされる。その他の条件としては、英語で授業ができること、日本

語に関しては、ネイティブまたはネイティブに近いレベルを採用基準とする機関が多い。  

 

学校教育以外 

 教育機関によって資格要件は異なるが、民間の日本語学校では書類審査及び面接、模擬授業が主な採用基準と

なっている。広東語あるいは英語で文法説明が聞ける授業を好む学習者も少なくないとのことである。  

 

日本語教師養成機関（プログラム）  

 教育学部などで初等・中等教育レベルの教員資格に関連するプログラムを提供している大学が多いが、言語系

に関しては、英語及び標準中国語（普通話）のみで、それ以外の外国語に特化した教師養成機関及びコースはな

い。従って、初等中等教育レベルの教員は、他の科目で資格を取った教員が日本語も教えているケースと、学校
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が民間の日本語学校などと契約して教員を派遣してもらっている場合が多く、後者は私立の学校が多い。このほ

か、民間の日本語学校で短期の日本語教師養成コースなどを提供している場合がある。  

 

日本語のネイティブ教師（日本人教師）の雇用状況とその役割  

 ネイティブ教師の雇用については、高等教育では修士以上の学歴、民間の日本語学校でも、日本語教育能力検

定試験、日本での教授歴、日本語教育関係の学位、などを要求するところが多い。  

 

教師研修  

 香港日本語教育研究会（以下、研究会）では、経験の浅い教師及び教師を目指す人のための「日本語教育研修

会」を 2003 年から開催している。当初は 3 か月のコースだったが、2004 年 11 月から 6 か月のコースとなり、

『みんなの日本語（香港版）』を使用した直接法による初級対象の実習研修が行われてきた。2016 年 10 月から

は、『国際交流基金 日本語教授法シリーズ』国際交流基金（ひつじ書房）を使用した、理論編と実習編の 2 部

からなる約 8 か月間の「集中日本語教師研修」と実施形式が変わったが、香港では数少ない日本語教師を目指す

人及び現役教師を対象に知識習得とスキルアップを目的としたコースとして、2025 年 5 月修了の第 22 期生まで

通算 142 名が参加証書を授与されている。このほか研究会では、年 1 回実施される「日本語教育セミナー」、ほ

ぼ月 1 回開催される勉強会である「月例会」などで、地域の日本語教師に対して研修機会を提供している。 

 研究会とは別に、民間の日本語学校では、数校で教師養成のための短期コース（1～2 週間）を開講していると

ころもある。  

 

6.教師会  

日本語教育関係のネットワークの状況  

• 香港日本語教育研究会（Society of Japanese Language Education, Hong Kong）： 

 香港、マカオ地区における日本語教育のネットワーク。日本語教育関係者の親睦、情報交換を目的とし

て 1978 年に創立され、現在では、日本語教育関係者のみならず、日本関係諸学の研究者にも門戸を開き、

香港、マカオ地区の日本語教育・日本研究の発展に寄与する交流の場として、さまざまな活動を行ってい

る。具体的には毎月の「月例会」（講師による講演・報告会または参加型の日本語教育ワークショップ）、

不定期のセミナー、シンポジウムなどが実施されている。1994 年から『国際日本語教育・日本研究シン

ポジウム』を開催し、2025 年には第 14 回を迎えた。同シンポジウムは世界各国と地域の研究者と教員

のための交流と発表の場となっている。また、1997 年に学会誌として『日本学刊』を創刊し、日本語教

育、日本研究の研究者に発表の場を提供している。2004 年より「香港中高生日本語スピーチコンテスト」

を開催している。2007 年には正式に NPO 法人化され、2008 年に JF の JF さくらネットワークに加入し

た。2009 年 3 月からは JF さくら中核事業としての研修会、香港日本語教育セミナーを年 1 回開催して

いる。また、年少者向け初等、中等日本語教育が徐々に広がっており、2011 年に高校及び副学士課程の

日本語成績優秀者の奨学金と日本研究関係のプロジェクト賞を設立した。2004 年から「日本語教育グロ

ーバルネットワーク」の一員となり、海外の日本語教育の専門家や研究者の方々との交流に努めている。

2013 年「平成 25 年度外務大臣表彰」を受賞している。  
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• 香港継承日本語教育ネットワーク： 

2021 年４月に、日本語が母語の保護者を持ち香港で暮らす子どもたちのために設立された非営利団体

である（https://sites.google.com/view/nejhlhk/home）。イベントやワークショップなどの活動を通し

て、香港の継承日本語学習者の子ども達と保護者（家族・指導者・研究者）が繋がる場になることを目指

している。会員制を採らずに、イベント毎に参加者を募って活動している。現在は香港理工大学の協力を

得て、トランスランゲージング手法を活用したクロスラーニングコースである「バイリンガル日本語補

修クラス」を定期的に開催して同大学の日本語学習者と香港に暮らす継承日本語学習者の相互学習の場

を提供している。ネットワークでは世界各国の継承語教育グループと繋がったり、シンポジウム等で積

極的に研究発表や活動報告を行ったりするなど、活発な運営を行っている。 

 

最新動向  

 第 14 回国際日本語教育・日本研究シンポジウムが 2025 年 11 月 22 日～23 日に開催され、多くの日本語教育

関係者が一堂に集った。このシンポジウムは香港日本語教育研究会が主催し隔年開催されているもので、香港や

日本、中国をはじめとするアジア及び世界の国や地域から参加・発表があり、香港を中心とした国際的日本語教

育ネットワーク形成の場となっている。今回のテーマは「生成 AI 時代の日本語教育と日本研究」で、香港科技大

の Chatbot 実践や香港中文大学ほか各大学での生成 AI の取り扱いのルール構築など、新しい時代に向けた興味

深い発表が目白押しであった。次回は隔年 2027 年に実施の予定である。 

教師会・学会一覧へ  

 

7.日本語教師派遣情報  

国際交流基金からの派遣  

日本語専門家  

香港日本語教育研究会 1 名  

 

その他からの派遣  

 民間の日本語学校（日本語教師養成機関） 関連機関や提携機関へ派遣  

 

8.シラバス・ガイドライン 

 統一シラバス、ガイドライン、カリキュラムは確認されていない。 

 

9.評価・試験 

 共通の評価基準や試験は確認されていない。 

 

10.日本語教育略史  

https://sites.google.com/view/nejhlhk/home
https://www.jpf.go.jp/j/project/japanese/survey/area/country/gakkai/g_e_asia.html#HONGKONG
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1930 年代  東京北タクシー株式会社（正確な名称であるかどうか不明）によって日本語

教育実施（日中戦争の勃発により中止）  

第二次世界大戦中  軍政下で、学校、ラジオ、新聞などを使って日本語教育実施  

1959 年  導正日本語学校設立  

1961 年  遠東書院日本語コース開講  

1962 年  香港第一日文専科学校開校  

1965 年  香港大学校外進修学院にて日本語コース（社会人対象）開設  

1967 年  香港中文大学に「日本語文組」創設  

1968 年  在香港日本総領事館に日本語講座創設  

1973 年  香港中文大学進修学院に日本語コース設置 

民間団体、宗教関係の学校、成人教育機関などにも日本語コースの開設、増

設が相次ぐ  

1976 年  香港理工学院（現、香港理工大学）に「三種言語秘書コース（Trilingual 

Secretarial Studies）」創設  

1978 年  香港大学ランゲージセンターに日本語講座が設立  

1980 年  香港大学ランゲージセンターにて 2 単位が取得可能なコース開設  

1984 年  日本語能力試験の実施（香港日本語教育研究会が実施機関となる）  

1985 年  香港大学文學院に日本学科開設。日本研究専攻が可能に  

1988 年  香港城市理工学院にて国際商業（International Business）専攻の学生を対

象に必修の日本語コース開設  

1993 年  香港理工学院が大学に昇格し、3 年制の「言語ビジネス学位コース」設立 

香港大学日本学科が日本研究学科となる  

1995 年  香港科技大学にて日本語教育開始  

1998 年  香港城市大学専上学院語文学部に日本語学科設置  

2001 年  香港理工大学にて大学院レベルのディプロマコース開講  

2002 年  初等・中等教育機関で初めて正規科目として取り入れる中学校が登場  
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2003 年  香港浸會大学（Hong Kong Baptist University）にて日本語教育開始  

2005 年  香港理工大学にて修士課程「Master of Arts in Japanese Studies for the 

Professions（MAJSP）」開講 

2006 年  香港中文大学にて「日本語教育学修士課程」（4 期で終了）、香港大学専業進

修学院にて大阪外国語大学との提携による修士課程「日本語・日本文化専修

プログラム」が開講（1 期で終了） 

香港大学文學院に外国語・文化学部（現代語言及文化学院：School of Modern 

Language and Culture）設立、日本研究学科の所属先となる  

2007 年  香港城市大学専上進修学院にて副学士コースが主専攻となる 

香港城市大学「Course in Specialization of Japanese」が専門科目となる 

香港日本語教育研究会が NPO 法人の慈善団体として認可され、理事会が設

立される  

2008 年  香港日本語教育研究会が JF にほんごネットワークメンバーに加入  

2009 年  7 月に日本語能力試験（1 級、2 級）が実施され、年 2 回の実施となる 

11 月、香港・マカオ・広東日本研究大学聯合設立  

2010 年  11 月、『日本留学試験』（日本学生支援機構）の実施開始 

香港公開大学李嘉誠專業進修学院にて日本語教育開始  

2011 年  11 月、新制大学入学の統一試験を兼ねる「香港中學文憑（Hong Kong 

Diploma of Secondary Education：HKDSE）」の選択科目としての日本語の

第 1 回目の試験が行われる 

香港専業進修学校にて日本語コース開設  

2012 年  香港大学専業進修学院にて修士相などの学位（Postgraduate Diploma）が

取得できるコース開校 

大学を 4 年制に改編 

中等教育卒業統一試験で日本語を含む 6 か国語が選択科目として導入  

2013 年  香港教育学院（The Hong Kong Institute of Education、2016 年より香港教

育大学）にて日本語教育開始。言語学及現代言語学部（Department of 

Linguistics and Modern Language Studies）による自由選択科目が開講。 

2014 年  香港公開大学李嘉誠專業進修学院にて日本研究高級文憑（Higher Diploma 

in Japanese Studies）コース開講  

2015 年 香港理工大学「MAJSP」を「MAJMC（Master of Arts in Japanese Media 

and Communication）」に改称 
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2016 年  香港教育学院が大学に昇格し、香港教育大学に改称  

2017 年 香港理工大学「MAJMC」の新規学生募集停止 

2019 年 香港城市大学専上学院がウーロンゴン大学（University of Wollongong 

Australia）グループに入り、UOW カレッジ香港（UOWCHK）に改称。同校

にて日本研究学科（学士課程）開講 

2020 年 香港教育大学に日本研究副専攻 Minor in Japanese Studies 設置 

2021 年 継承日本語教育について考える教師ネットワークとして香港継承日本語教育ネ

ットワークが非営利団体として発足 

香港公開大学（The Open University of Hong Kong）が香港都會大学（Hong 

Kong Metropolitan University）」に改称 

2022 年 香港日本文化協会が NGO 法人の慈善団体として認可される 

2025 年 香港考試及評核局の行う中等教育卒業統一試験「香港中學文憑（HKDSE）」

の任意選択外国語科目（カテゴリーC）の試験を一手に担ってきた

Cambridge International Examinations（CIE）が HKDSE から撤退。カテゴ

リーC の日本語試験には日本語能力試験（JLPT）が採用される 

 

 

情報更新についてのお願い  

 この国の日本語教育に関する情報がありましたらお知らせくださるようお願いいたします。 

 なお、内容の確認のため、こちらからご連絡する場合もあります。 

E メール：kunibetsu＠jpf.go.jp 

（メールを送る際は、全角＠マークを半角@マークに変更してください）   

 


